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帯国・身分・学校

帝制鶏ロシア教育社会史の試み

橋本伸也

ABSTRACT Nobuya HASHIMOTO， Em)りire，EStl宣伝βoslovie)，and Schools: An 
attempt at writing A Socio-educational histoηI 01 Russia in the imμη・alJうeriod.

This ρajうerquestions the structural j切tures01 the education system 01 R附sian

empire with the relation 01 the state systemαnd the sociallormation 01 Russia.ln 

addition， itρresents the ρossibiliちI01 a new social histoηI and iお methodological

jト-amework01 education in R附szanemρire. It attempぉtocharacterize the socio働

educationalり'stemめIlocusing on two ρoints:・6切ψireand ethnicities" and the 

乍state."Moreover， it also examines the different policies implemented at schools iη 

the Westernρrovinces， the Balticρ仰 vincesand the central regions 01 Russia， as 

well as at Jewish schools. 

1 .はじめに
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本稿の目的は， 19世紀を中心とした帝制期ロシアにおける教育システムの構造的特徴を，当

時のロシアの閣制及び社会編制との関連で関い，そのことを通じて帝制期ロシア教育社会史と

いう新しい構想、のもつ可能性と方法上の準拠枠を仮説的に提示することにある(九

その際に採用される視点は，一つにはロシアが広大な販路を予言し，多様な民族・文化・

宗教が重層的に併存する帝留であったということ，今一つには， 1917年のロシア革命にいたる

まで，西欧のそれとは明らかに区別される独特の身分制度が雄持されていたこと，この 2点で

ある。帝制期教育史の叙述に際しでは，これら 2つの座標軸に加えて，他のヨーロッパ諸国よ

りは比較的竿くから整備の進んだ女子教育の存在を考癒して，男女の性による軸を設定する必

要があるが，女子教育についてはすでに何度か論じてきたところであり{ヘ紙幅の都合からも本

稿ではいくつかの笛所で付随的に触れるにとどめた。

また，ここで「社会史J と銘うつ際に含意されているのは，従来日本で「教育の社会史J が

られた場合にしばしば想定されたアナール(あるいはアリエスの子ども史)嵐のそれではな

しむしろ国家を含んだ広義の社会との現実的な関わりのなかで学校と教育のはたした機能を

捉えようとする歴史研究上の態度と方法である。ロシアに臨有の国制と社会の編制に照らして

教育の社会的機能を明らかにすること，ひるがえって教育システムのあり方から掴家と社会の

構造を解明するための調角を得ること，そうした方法的意図がここには込められている。

2.帝国と教育一一「帝閤J 口シアの教育政策
""ナ m ト インペラm トル

さて，ロシアは帝国である。 18世紀初頭，元老院がピョートノレ一世に皇帝の称号を泰じた

ときにすでにロシアは，アジアとヨーロツパをまたにかけたE大帝国の様相を呈しており，ロ

シア革命による帝国の崩壊にいたるまで，基本的にはこの性格を維持していた。このことは，
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当然，教育システムのあり方にも反映した。従来のロシア教育史は，ロシアの教育について知

るところが貧困であったが，この点の認識はことのほか貧弱であった。諮られた多くは，実は，

ベテルブルグとモスクワを中心としたヨーロッパ・ロシアの一部分のことでしかなかったので

ある。その他の地域について論じられた探にも，帝国としてのあり方がそこにどう反映したか

は，遺'賭なことであるが必ず、しも十分に自覚されておらず，いわんや帝制期教育システムの総

体をこうした視点から招躍しようとする試みは存在してこなかった。そこで以下では，帝国と

してのロシアの教育政策のあり方とそれぞれの地域の実情について，主として西部国境地域を

とりあげて，事例的に提示してみたい。

(1 ) 商都議県の民族と学校

ここではまず， 18世紀の 3次にわたるポーランド分割とナポレオン戦争後のウィーン会議の

結果，ロシア領化した地域の教育史について簡単に紹介する(九この場合，本来，西部諸県と称

される現在のウクライナ商部，ベラノレーシ， リトアニアに属する土地と，ポーランド王層部分

のそれぞれについて言及する必要があろうが，本稿では主として商部諸県に触れるにとどめる。

いま，西部諸県として概括したが，その南方部分はお岸ウクライナあるいは南西部地域と称さ

れ，キヱブ，ポドリア，ヴ、オノレイニの各県からなり，また北方部分はリトアニア・ベラノレーシ

ないし北西部地域とされて，コヴノ，ヴィリノ，グロドノ，ミンスク，モギリョフ，ヴィテプ

スクの各県を含むものである。

これら地域はロシア国家(キエブ:ノレーシ)の祖地を含むが，その後長く，近世初期に強大

化してバルト瀞沿岸から奥海にいたる広大な版囲を形成したポーランド=リトアニア国家の支

配下にあったことから，モスクワやサンクト・ベテルプルグなど帝盤中央部とは大きく異なる

姿を取るようになった。その特徴は，①きわめて捜雑に入り組んだ民族構成(表い表2参照)， 

②カトリック系ポーランド糞族(シラフタ。ポーランド化したリトアニア貴族を含む)による

土地所有と東スラヴ、系(ウクライナ人・ベラルーシ人)・リトアニア入農民支配，③イエズス会

等のカトリック諾教団の罷位と正教会のカトリック化(ウニアート教会)，④莫大な数のユダヤ

表1 西部国境地域畏族別人口 (1795年)
(単位千人， ( )内は対人口比%)

------ウ左クライ岸ナ ウおクライ伴ナ
Jミラノレ 手/

ポ三五ーブン関ド 治諸パノレ終ト
リトアニア

総人口 3354.4 3421.9 5159.7 2679.0 1192.0 

ロシア人 175.2(5.2) 3.9(0.1) 493.0 (9.5) 13.4(1.1) 

ウクブイナ人 3121.6(93.1) 3006.0(87.9) 224.7(4.4) 152.1(5.7) 

ベフノレーシ人 43.9(1.3) 3220.0 (62.4) 18.8(0.7) 4.9 (0.4) 

ポーフンド人 266.2(7‘8) 280.3 (5. 4) 1974.4(73.7) 12.2 (1. 0) 

リトアニア入 624.0 (12.1) 185.7(6.9) 9.2 (0.8) 

ラトヴイア人 127.6 (2.5) 593.9(49.8) 

モノレダヴィア 20.2 (0.6) 

ドイツ人 1.2(0.0) 0.4(0.0) 112.5(4.2) 78.5(6.6) 

ユダヤ人 10.5 (0.3) 123.5(3.6) 178.9 (3.5) 229司9(8.5) 9.1 (0.8) 

エストニア人 6.7(0.1) 467.0(39.2) 

タタール人 0.1(0.0) 2.9(0.1) 

スウェーデン人 3.8(0.3) 

そのft位 2.0(0圃1) 1.6(0.1) 1.6(0.0) 5.6(0.2) 

出典:B.M. Ha6Y3afl， HapOJl.bl POCCHH B nepBO員nOJlOBHHeXIX B.: 4HCJleHHOCTb H 3THW!eCKH詰COCT飽， M.， 1992， 
c.122-124.より作成。
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表2 西部臨境地域民族別人口 (1858年)
(単位千人， ( )内は対人口比%)

¥¥¥~  ウ左クライ岸ナ ウ右クライ岸ナ
ベラノレ シ ポランド 治言者パノレ察ト
リトアニア 三五 関

総人口 4873.5 5221.1 6540.3 4696.9 1744‘7 

ロシア人 301.1(6.2) 32.9(0.6) 644.7(9.9) 6.3(0.1) 63.0(3.6) 

ウクライナ人 4405.1 (90.4) 4123.7(79.0) 278.5(4.3) 212.2(4.5) 

ベラノレーシ人 93.4 (1. 9) 99.3 (1. 9) 3598.9(55.0) 23.8(0.5) 5.4(0.3) 

ポーアンド人 3.3(0.1) 297.1(5.7) 338.5(5.2) 3351.3(71.4) 18.5(1.1) 

リトアニア人 4.8(0.1) 931. 7 (14.2) 259.6(5.5) 7噂8(0.4)

ブトヴィア入 4.5(0.1) 155.4(2.4) 812.5(46.6) 

モノレダヴィア人 47.9(0.9) 

ドイツ入 5.0(0脅1) 8.3(0‘2) 21.6(0.3) 264.4(5.6) 114.0(6.5) 

ユダヤ入 63.0(1.3) 601. 5 (11. 5) 551. 9(8.4) 571. 4 (12.2) 27.8(1.6) 

エストニア人 11.5(0.2) 687.9 (39.4) 

タタール人 0.3(0.0) 6.3(0.1) 。.3(0.0)
スウェーデン人 5.4(0.0) 

そのf也 2.6(0.0) 0.8(0.0) 1.3(0.0) 7.6(0‘2) 2.3(0.1) 

出典:表1と同じ

人の存在，などである。教育史にとってはとりわけ②と③が重要で，これら地域では，カトリッ

ク教会とポ}ランド関家の手でロシア併合以前から西歌型学校が多く設けられ，学校設立の遅

れた帝国中央部とはおおさく異なった様相を呈したのである。また，④については，次節で論

じることとなろう。

1579年にイエズス会の設けたアカデミーに淵源を持ち， 18世紀後半，教皇によるイエズス会

追放を機にポーランド国民教育委員会の設ける高等教育機関である中央学校に改組され，ロシ

ア併合後の 1803年にヴィリノ帝国大学に再編された学校(現リトアニア共和国ヴィリニュス大

学)の存在は，この地域の教育的伝統をもっともよく示すものである(九ロシア併合後もこの大

学は，ラテン語とポーランド語を教授語とした紛れもないポーランドの大学としての性格を維

持し，商部諸県のみならず分離されたポーランド園全体の学問・教育上の中心でもあった。ま

た， 18世紀，あるいはそれ以前からイエズス会，ピアlレ会をはじめとしたカトリック諸教団は

競って教育機関を設立し，それらが設立した学校は， 19世紀初頭にヴィリノ教育管区だけで数

10校を数えた。ウニアート教会唯一の修道会パシリウス会も 50校程度を設けている。さらに，

爵員教育委員会も，追放されたイエズス会の豊富な教育資金を利用して「中央学校J (クラクブ

とヴ、ィリノの2校)ー「管区学校J- r地区(郡)学校J- r教区学校」からなる措梯的学校シス

テムの導入をはかっている。これら諸教団と教育委員会による学校設立の実相は日本ではかな

らずしも十分に紹介されていないが円併合以前の教育的遺産の大きさを確認することは容易

であろう。この地域は，カトリック文化圏と正教圏とが較を接する前線として，文化史・教育

史的に粧要の位置にあったのである。なお，併合直後に西部諸県の学校教育が帝悶全体で占め

た比率の高さは表3に明らかであろう。 1808年に人口では 2害u穆度にすぎない西部諸県が，教

区学校レベルの初等教育機関から大学までのあらゆるタイプの学校を見た場合，校数で43%，

生徒・学生数でも 37%を占めたのである。高等教育人口に占めるヴィリノ大学の役割払次頁

表4に示したとおり顕著である。

ところで，ロシア帝爵併合後も，その当初は基本的には西部諸県の教育的伝統が保持された。

ポーランドの大貴族であるアダム・チャルトリスキが，この地域の教育行政の長たるヴィリノ
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表 3 管区別学校数・生徒数 (1808~手， 1824年)

¥¥¥  
1808年 1824年

学校数 生徒数 学校数 生徒数

ペテルブツレグ管区 7，785 195 10，255 

モスクワ管区 194 7，898 267 11，880 

カザン管区 59 3，254 142 6，416 

ハリコブ管区 103 5，689 200 13，055 

ヴィリノ管区 494 17，362 368 20，665 

デルプト管区 168 4，615 238 7，184 

その他 l 92 1 174 

合計 1，132 46，695 1，411 69，629 

出典 :Kennell， Il.， ル!.aTepl1aJlblJlJlH I1CTOpl111託pocBew，eHI1HB POCCI1I1， .MII， C06.， 
1826， c.413-416.より作成。キエフ嬢は 1808年はヴィリノ管区， 24年は
ハリコブ管区に属し，ヴィテプスク，モギリョーフ両県は 1808年はヴィ
ルノ管区， 24年はペテルプノレグ管区に!認する。その他欄は， 1808年はグ
ルジア地域， 24年は美術アカデミ…。

表 4 19世組前半の大学別大学生数推移

ー---、--
設立年(起源) 1808 1824 1834 1839 1844 1849 

ペァルブルグ 1819 (102) 51 230 400 627 503 

モスクワ 1755 135 820 456 798 835 902 

ハリコブ 1804 82 337 389 391 441 415 

カザン 1804 40 118 238 225 406 303 

デルプト 1802(1632) 193 365 524 525 562 554 

ヴィリノ 1803(1579) 525 976 

望星ヴラジーミル 1834 62 126 403 579 

合計 975 2，667 1.899 2，465 3，274 3，256 (1，087) 

(人)

1854 

379 

1061 

457 

366 

613 

675 

3，551 

1808年のペテルプルグは高等締範学校で( )を付した。合計繍の( )内数は高等師範学校を含めた数である。
1839年の聖ヴラジーミル大学は一時閉鎖と学生の退学処分により前年度より半減。 1838年は259名である。
出典:1808年と 1824年は Kennell，Il.， MaTepl1aJlbl JlJl耳HCTOpl111丹pocBew，eHI1HB POCCI1I1， .MII.， C06.， c.418. 1834 
年は{<)KMHO>>，'1ん OTJl.III， 1835， c.243-253. 1839年は{<)KMHル， '1.26， OTJl. III， 1840， c.67-96. 1844 
年はdα¥H口，)，可.46，OTJl. III， 1845， c.1-32. 1849年は{<)KMHO，)パ.66，OTJl. III， 1850， c.36-37. 1854年
は{<)KMHO，)， '1.86， OT且.III， 1855， c.6-7. 

教育管区監督官に任じられたことに象徴されるように， 19世紀初頭の帝留の教育政策はポーラ

ンドの教育上の自治を容認するものだったのである。それどころか実は， 19世紀初頭のロシア

における本格的学制の整備自体が，ポーランド国民教育委員会のもとで作られた学校システム

を範として構想されたものであった。また，併合後に右岸ウクライナに設けられた中等・高等

教育の中間的性格を持つヴ、オルイニ・リツェイは「ウクライナにおけるポ}ランド貴族精神の

シンボノレ)6)と評されるとおり，このま協のポーランド貴族の文化水準の高さと教育要求の強さを

示すものであった。

このように文化的にポーランドの後麗を拝したばかりでなく，政治・軍事面でも表層の支配

にもかかわらず統治の具体的場面ではポーランド人貴族・官僚に依存することを余儀なくされ

た大ロシア人の帝国にとって，西部諸県におけるポーランド的要素にどう対処するかは解決を

要する喫緊の問題であった。それゆえ，おおむね 1820年代中壊以持，ポーランド入学生の秘密

結社ブイロマートの摘発を契機にそれまでの教育上の自治を認める態度に若干の変更が加えら
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れ， 1830年11月のポーランド蜂超一一この事件は近代的民族としてのポーランド人の覚醒を

意味する一ーを契機に決定的転換がなされた。蜂起への参加を理由に，ヴィリノ大学とヴォル

イニ・リツェイが閉鎖され(同時に，ポーランド王閣のワルシャワ大学も閉鎖)，高等教育機関

を失ったこれら地域には，ポーランド系のそれに代えてロシア的な聾ヴラジーミル大学(キエ

ブ大学。正教を国教として受け入れた際のキエフ大公にちなんだ、命名)が設けられた。大学の

設備・備品はヴ、オノレイニ・リツェイから移管された。かつてのシラフタ文化の粋を尽くし

富な蔵書や備品の数々がキエフに運ばれてロシアの大学に移管されたことには，この地におけ

るポーランド文化の諮失とロシアの擾位を印象づける象徴的意味が付着していた。また，カト

リックやウニアートの設立した教育機関を国民教育省の管下に移行することも行われた。わけ

でも，教授言語のロシア語化はもっとも重要なテーマであった。1833年から 49年にかけて関民

教育大臣の任を務めたセルゲイ・ウヴァーロブは，武断的なニコライ一世のもとにありながら

も，ロシアの帝関的編制のはらんだ複雑な民族状況を自覚して rあからさまに時期尚早」で「抑

圧的無条件的な命令J によってロシア化を進めることには慎重な態疫をしめしながら，地域の

特徴に配議した施策を考案してこうした課題に対応した。その結果，西部諸県で教育機関をカ

トリックの手からもぎ取って臨家のコントロール下におき，ロシア化を進める作業は「思いが

けぬほどの成功}7)をおさめたと自賛している。

むろん，為政者のこうした評価をそのまま受け入れるのは素朴にすぎよう O ウヴァ…ロブの

もとで採用された措置には，カトリックのポーランド人への譲歩と見なしうるものが散見され

たし，西部諸県のすべての教育機関でポーランド系，あるいはカトリック系の影響力を完全に

排除することに成功したわけでもない。条件づきながら宗教的寛容を原則とした帝国のあり方

からして，それは不可避であった。ロシア的大学であるはずの設立後間もない盟ヴラジーミノレ

大学でポーランド系学生の謀議が発覚して，一時間鎖されたこともあった。また何よりも， 11

月蜂起を境にして，それまで多くの学生・生徒を得て繁栄をみたこの地域の学校の就学者数が

減少し，明らかな「学校離れ」が生じたことを指摘しなくてはならない。世紀初頭に帝国全土

の4割前後を占めたこの地の学校数・生徒数が1848年にはそれぞれ2割程度まで後退するので

ある(表3及び表5参照。表5のベラルーシ・キエブ両管区が，ほほ表3のヴィリノ管区に相

当する)。この傾向は，ヴィリノ大学を失ったリトアニア・ベラル…シで特に顕著であった。

高等教育レベルで、は，ポーランド系住民は，ロシアの帝属大学たる聖ヴラジーミル大学や帝

国内の各大学円再建されたワルシャワ大学を利用しながらも，それ以上に，国境を越えてオー

ストリア・ハンガリー領内に存続を認められた畏接的大学であるクラクフやりヴィウの大学に

学ぶことを好んだ(九また，帝国の監視下におかれた教育機関を忠、避した住民のあいだでは，家

庭教師や公然・非公然の私立学校の手でポーランド的教育を守る努力も重ねられた。 50年代以

降は，西部諸県でも学校数・生徒数の一定の拡大が生じるが，これもロシア側からは，ロシア

的影響の拡大に抗する「ポーランド主義」の強まりを背景に，ポーランド貴族やカトリック

職者が学校設立に努力した結果だと見なされた(10)。根強い抵抗におされて，一部の学校でポー

ランド語教授の復活が容認されたのもこの時期のことである。ただし， 1863年1丹蜂起の後，

再度，ポーランド語教授への抑任が生じることになる。また， 60年代には西部諸県で正教会聖

職者子女のための宗教庁女学校の設立があいつぐが，これも，正教への再統合を強いられたウ

ニアート教会聖職者にたいするカトリック的影響力の除去を狙ったものであった(1九

ところで，西部諸県の学校と教育のあり方には，大ロシア対文化的先進ポーランドという関
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表5 ウヴァーロフ期の閤民教育省相管下教育機関推移

¥¥¥¥~  
ギムナジア

郡学校校数 学校総数 生徒学生総数
校数

ベラル…シ管区 36 36 239 10，700 

1834 キエブ管区 7 25 85 6，203 

全国 65 410 1，539 75，448 

ベラルーシ管区 11 33 265 12，776 

1839 キエフ管区 10 46 166 10，456 

全国 74 435 1，890 95，119 

ベラルーシ管区 11 36 261 13，542 

1844 キエブ管区 11 42 176 9，823 

全国 78 447 2，202 108，654 

ベラルーシ管区 11 35 252 12，684 

1848 キエブ管区 11 41 176 10，356 

全額 79 450 2，180 110，975 

CpaBHI1TeJIbHble Be，l¥OMOCTH 0 COCTOHHI1I1 Y可e6HblX3aBe，l¥e耳目詰 MI1HI1CTepCTBa HapO，l¥HOrO npOcBeme耳目H，3a 1833 11 
1834 rO，l¥bl， (()j{MH口>)， 4ん OT，l¥・III，1835， c.243-253. 
CpaBI討U1T巴色釘亀J品l

l凶83持9r∞O，l¥必脳b副1，(水()j{MH口》均))， 4.2部6，OT，l¥. III， 1840， c.67 -96. 
CpaBHI1TeJIbHble Be，l¥OMOCTH 0 COCTOHHHH Y鴨 6討blX3aBe，l¥eHH詰MI1HI1CTepCTBaHapO，l¥HOrO日pOCBemeHHH，3a 1843 H 
1844 rO，l¥bl，氷河(MHn))，可.46，OT，l¥. III， 1845， c.1…32. 
CpaBHI1TeJIbHble Be，l¥OMOCTH 0 COCTOHHI1H y4e6Hblx 3aBe，l¥eHH詰MHHHCTepCTBaHapO，l¥HOrO口pOCBemeHHH，3a 1847 H 
1848 rO，l¥bl， (()j{MHn>>，可.62，OT，l¥. III， 1849， c.1-30. 

式でははかれない複雑さがある。そもそも，西部諸県でカトリック諸教団やポーランド国民教

育委員会の設立・運営した学校は主としてシラフタを中心としたポーランド系住民を対象に

ポーランド語で教育を行うものであり，ウクライナ人やベラルーシ人の民衆は想定外にあった。

他方，西部諸県のロシア併合後，大ロシアとポーランド的影響に挟撃されたこれら民族の知識

人のあいだでは，たとえば， 1840年代以降高まりを見せたウクライナ畏族文化運動のような動

向が登場した。ロシアの大学として設けられた聖ヴラジーミ lレ大学に学んだウクライナ人が，

東スラヴの一体牲を自明視した政府の意向とは裏腹に，大ロシアとは奥なる民族としての自覚

を醸成して，キリル・メトディ一回と称される秘密結社をはじめとした運動を展開したのであ

る。 1860年代にキエブを中心に帝盟各地に広がった日曜学校運動も，こうした民族的文化運動

の一翼を担うものであったが，帝国政府はある時点からこれらに乱暴な弾圧を加えた(1九雷語

政策においてウクライナ語は，ポーランド語によって汚されたロシア語方言と見なされて存在

自体が否定され， 20世紀になるまで学校でウクライナ語能用が認められることはなかったし，

同時期に展開された学制改革のなかに位置づく初等教育政策では，西部諸県の扱いは帝国中心

部とは弼立てであった{問。その根拠はポーランド・カトリック的塁手響と民族的覚醒への対応に

求められた。

他方，政策上こうして別立てで構想された学校でロシア語が強制されるのを嫌ったウクライ

ナ人，ベラルーシ人の農民たちは， 1860年代以降，ヨーロッパ・ロシアの他地域ではゼムスト

ヴォ(地方自治会)が設けられて，農民も参加した学校設立の機運がしだいに高まったのと対

照的に，学校教予言普及には消極的態度をとったともいう。かつての文化的・教背的先進地域は，

こうした事構もあって教育上，著しい立ち遅れを喫したとされているのである(14)。表6に示し
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表s ヨーロッパロシア県別識字率 (1897年)

県 識字率 県 円?? 祭 識字率 県 識字率

エストラント 77.9 ヴィテプスク カルーガ 19.4 ウブイム 16.7 

リーフラント 77.7 トヴェ 24.5 ペルミ 19.2 タムボフ 16.6 

クールラント 70.9 コストロマ 24.0 ヴォログダ 19.1 ヴォロネジ 16.3 

ペテルブルク命 55.1 サフトフ 23.8 チェルニゴフ 18.4 ク1レスク 16.3 

コヴノ 41.9 アルハングリスク 23.3 キエフ 18.1 ヴャトカ 16.0 

モスクワ 40.2 ノヴゴロド 23.0 カザン 17.9 ベッサラピア 15.6 

ヤロスラヴリ 36.2 ドン主要管区 22.4 ミンスク 17.8 シムピルスク 15.6 

グロドノ 29.2 サマラ 22.1 オリョ…lレ 17.6 アストラハン 15.5 

ヴ、ィリノ 28.8 ニジェゴロド 22.0 スモレンスク 17.3 ポドリア 15.5 

タヴリダ 27.9 エカテリノスラフ 21.5 ヴォルイニ 17.2 ぺンザ 14.7 

ヴラジーミル 27.0 トゥーラ 20.7 モギリョーブ 16.9 プスコア 14.6 

J¥ノレソン 25.9 オレンプルグ少 20.4 ボルタヴァ 16.9 

オロネツ 25.3 リャザン 20.3 ノ、リコブ 16.8 

出典:PaUJuH A.r. HaCeJleHHe Pocc耳目 3a100JleT (1811-1913r.)， M.， 1956， c.308-309. 

たキエブ，ヴォルイニ，ポドリア各県あるいはミンスク，モギ、リョーフ両県の識字率の低さは

そうしたことの反映であろうか。それに対してリトアニアでは， 60年代以降リトアニア語使用

の禁止とカトリックに対する正教教化が繰り広げられたが，それにたいしてカトリックのリト

アニア人民衆は，ロシア化された初等教育機関を忌避しつつ，秘密裏にリトアニア語による

校を設立して次世代の教育にあたっていた。その結果識字率でも，治パノレト諸県や首都を擁す

るペテルブルグ燥には及ばぬものの，ウクライナ・ベラノレーシよりはかなり高めの水準を得る

こととなった(1九リトアニア人の主たる居住地であるコヴノ県やヴィリノ県の識字率の相対的

な高さはそのことを示すものであろう。なお，これに隣接するベラルーシのグロドノ県でも識

字率が高いが，ここではマズール人と称されるカトリックのポーランド系住民やユダヤ人比率

が比較的高いことに住自すべきであろう (16)。

このように，西部諸燥の教育史を描く擦には，帝国の支配者たる大ロシアとかつての政治的

支配者で文化的先進の地位を保ったポーランド系貴族，さらにその両者の中にあって忘却され

がちのウクライナ・ベラルーシ・リトアニア人の民衆という 3者(さらに後述するユダヤ人も

加えた)の関係牲を解きほぐして考察を加えることが必要であろう (17)。そこには，複雑に入り

組んだ民族状況のもとで繰り広げられた，学校をめぐる国家およひ潜集間関の葛藤と対立が確

認されるのである。

(2) 沿バルト諸県の民族と学校

他方，沿バルト諸県のうちエストラント，リ}フラント陪県は北方戦争により，またクール

ラント県もポーランド分割によってロシア穣化したが，これら地域の実質上の支配者はバル

トドイツ人といわれる，刀剣騎士間以来の法統を引き宗派的にはルター派のドイツ人である。

彼らは，沿ノてルト諸県の支配民族として被支配民族たるラトヴィア人，エストニア人その他の

諸民族の上に君臨したのみならず(表い表2参照)，帝国の欝秀な官僚や軍人として，あるい

は西欧型文化の伝達者として，宮廷や政府部内，あるいは帝国中心部の社会にも大きな地歩を

占めていた。それゆえ，この地の学校もまた，ロシア帝国では独特の位置を占めるであろう。
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大ロシア人のバルト・ドイツ人に対する態度は，ポーランド人に対するそれとは対照的であ

る。ポーランド人にたいしては文化的優位を認め，あるいは地域統治上彼らに依存しながらも，

権威的態度をあからさまにするとともに，民族的抵抗運動に対しては乱暴な弾圧を容にしたの

に対して，パノレト・ドイツ人には，彼らが帝国統治機構中核で果たした役割の大きさのゆえに，

あるいは文化的存在としての優位ゆえに，大ロシア人にとって横柄と映った態度にさえ寛容あ

るいは慎重な態度をとったのである O ウヴァーロフが大臣就任十年を機に提出した上奏報告は

そうした態度の典型例である。彼は，バルト・ドイツ人の行政的・軍事的・文化的役割を評価

し，敬意を表しつつも，その尊大な態度を問題にして，ロシア人とバルト・ドイツ人のあいだ

には大きな溝があることを語るとともに，スラヴの民として血縁関係にあるポーランド人が支

配する西部諸県では比較的容易になしえた学校のロシア化政策について，バルト・ドイツ人に

対しては同様の手法を当面取りえないことを指摘してこう述べたのである。「ドイツ入を即座に

捉えることは不可能である。彼らにたいしては，いわば，包囲戦を行う必要がある。披らは降

伏はするだろうが，しかしいますぐというわけではない。f剖

実際，帝国のパノレト諸県学校政策は，政策全般がそうであったように，バルト・ドイツ人と

その背後に控えたドイツ・プロイセンを刺激しないよう，自治と民族的自立を最大限に尊重し

たものであった。

スウェーデン王グスタフ二世アドルフ創建のドルパット・アカデミ…に由来するデルプト大

(1802年創立。現エストニア共和国タルト大学)は， ドイツ人教授がドイツ入学生と，学講

振興のために帝国各地から派遣された学生とを対象にドイツ語で教育する大学であり， ドイツ

大学のネットワークのなかに組み込まれていたO デルプト大学に期待されたのは， ドイツなど

西方の学問への窓口としての役割なのである。法制上払他大学が一殻大学令の適用を受けた

のに対して独自の大学令を与えられ，デルプト以外では禁じられたドイツ風の学生田の活動も

認められた(問。中等教育機関でも教授語はドイツ語で， 30年代以降ロシア語教授の必要が再三

指摘されながらも本格的に実施されることはなく，せいぜいロシア系住民のためにロシア・ギ

ムナジアを設けたり，あるいはロシア語教員の待遇改善などの部分的措罷が重ねられるにとど

まった。ロシア語振興策へのドイツ人社会の抵抗は強く，ロシア語を学ぶ必要など存在しない

と公雷ずる者，ロシア語を話すような息子には遺産を譲れないと強硬にいう者もいた(制。そも

そも，沿バルト諸県では行政事務もドイツ語で処理されており，帝国の教育行政上のエージェ

ントたるはずの教育管毘監督官自身がロシア語を解さない場合があっても，それが容認される

という実情があったのであるロ九

他方，この地域の先住民族たるエストニア人やラトヴィア人を対象とした初等教育の整舗に

ついて，国民教育省はきわめて消極的である。 19世紀初頭，帝国全土に先駆けて沿バルト諸県

で農奴解放の行われた擦にエストニア人，ラトヴィア入などの農民を対象とした初等教育問題

が浮上したことがあるが，この時に国民教育省は撤退している。それ以降も，教育省による

干の試みがないわけではないが，民衆教育上，主導的役割を果たしたのはルター派教会とドイ

ツ人貴族であり，初等教育機関の大半は国民教育省の管轄題外におかれていた(22)。/レター派聖

職者のなかには「ラトヴィア人とエストニア人のゲルマン化こそが沿ノ~')レト地域の貴族の神聖

なる義務であり政治的課題であるJ(23)と公言してルター派総監督の地位を追われた例もあった

し，政府の一部からは，沿バルト諸祭のドイツ人貴族が先住民族を対象とした初等学校で特に

気を配ったのはドイツ語教育であり，また住民のドイツ化だとみなされていた(判。しかし， )レ



平苦E還・身分・学校 195 

ター派の初等教育機関では地域住民の構成を考慮しながら，ドイツ諾，エストニア語，ラトヴィ

ア語のいずれかで教育が行われており，このことは 3県いず、れも 7割以上という群を抜いたこ

の地域の識字率の高さと無関係ではあるまい(表6参照)。

沿バルト諸燥の学校教育のロシア化に向けた決定的な政策転換が図られたのは 1880年代の

皮動期，西部諸燥で同様の政策が開始されてから半世紀以上を経てのことである。この時，司

法・警察・行政などの全般的改革=ロシア化が行われた一環として，学校改革も行われたので

ある(2的。 1889年，デルプト大学はそれまで享受してきた法制上の特別の地位を奪われてロシア

の一般大学令の適用を受けることになった。神学部を除いてドイツ人教授の多くがポストを追

われ，あるいはみずからドイツに立ち去り，そのあとにはロシア人やウクライナ人の教授が鹿

を占めた。教授言語もロシア語に変更になった。学生団の活動がこの大学でも禁令の対象とな

り， 1893年には大学名自体がロシア風にユリエフ大学と変えられた。その他の各種の初等・中

等教育機関でも教授言語はロシア語とされ，大学の場合と同じく，諸学校についての一般法が

この地域にも適用されて，教授プログラムのロシア化がはかられた(26)。これら一連の措置に対

して，リーフラント貴族関をはじめとしたバルト・ドイツ人は政策の撤回を求めた運動を繰り

広げるが，それらは一部認められた以外，決して十分な成果をおさめたとはいえない。とはい

え，学校教育のロシア(語)化政策がどの程度まど現実化しえたのかは，なお検証を要する課

題として残されている。この地域ではロシア語で教育を行える教師の確保が困難であったこ

と{27h あるいは 1905年革命以降，バルト・ドイツ人と帝国との協調を再建する必要からロシア

化政策に一定の変更が加えられていること (2刊などが考慮されるべきであろう。

沿パノレト諸燥におけるロシア化政策の評価は難しい。高等教育では，学生の民族構成を見た

場合，デルプト大学のロシア化二二脱ドイツ化の結果もたらされたのは，単なるロシアの大学で

はなく，むしろエストニア人，ラトヴィア人，ポーランド人など諸民族の大学だったからであ

る。ユダヤ入学生の増加も顕著である。そこからは，ドイツ人支配にたいして不満を抱き，民

族意識を醸成しつつあったエストニア入やラトヴィア人の民族運動指導者となる新しい知識人

が生み出されるであろう。他方，初等・中等教育政策は，当初はドイツ人支配からの解放を意

味するものとしてエストニアやラトヴpィアの畏族指導者から歓迎されたが，地方でエストニア

語・ラトヴィア語による教授が禁じられたことは，住民の就学意欲を援なうとともに，教員確

保の菌難などを原国に教育水準の低下をもたらした。ドイツ人からの解放が帝国中央への従属

の深まりしか意味しないとの幻滅が広がり，教育上の自治を求める動きも生じてきた。このこ

とも，民族運動の高まりを促す要因のひとつであった{制。沿バルト諸県で見られた叢命艶争の

激しさを，これら民族問題とロシア化政策によって説明する場合もある。教育のロシア化の帰

結は，帝国，バルト・ドイツ人，被支配民族という三者の関係構造のゆえに，すぐれてアンピ

パレントなものだったのである。

(3) 帝間的編制と多様性

このように，西部諸県及び沿バルト諸県で繰り広げられた教育の政策と現実は，帝国内でそ

れぞれの地域の占めた位置と役割，あるいは地域の有した特徴によって大きく異なるもので

あった。帝国は，これら地域に一様の政策を問時的に行使することをせず，むしろ具体的な局

面に即応した鏑別対応を重ねながら，帝国としてのまとまりを維持しようとしていたように見

える。帝国の一体性は，集権的で画一的な教育制度・教育政策によって担保されたわけではな
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いのである。また，帝制末期に近づくにつれて前面に出る度合いの強まった「ロシア化」政策

にしても，西欧で確立された近代田民国家の像と確かに関係があったにせよ，それと同一視し

うるものではない(30)。しかもその結果払問地域の入り組んだ民族間関係を反映して，ロシア

化がひたすら前進したわけでもなければ，諸民族の一様な「国民イ七」が促進されたというわけ

でもない。ロシアへの態度や抵抗も民族によってまちまちである。ロシア化の促進装震として

位霞づけられた高等教育を中心とした学校教育の拡大が，むしろ民族エリートの形成に貢献し

た例も少なくなかったであろう。

このような像は，その他の地域も考議した場合には，さらにそザイク的なものとなろう。 19

世紀初頭のロシア併合後もスウェーデン系の支配下にあったフィンランド大公留の場合は r特

別の地位」を与えられて学校教育を含む統治機構全体が帝国と別枠に設定されていた。フィン

ランドへのロシア化政策が本格化するのは， 1890年代以降のことである。ポーランド王国の場

合は 1839年のワルシャワ教育管底設置以降，帝国の教育行政の枠組みのなかに編入されたが，

そこでの様相は，被支配民族としてウクライナ人やベラルーシ人，リトアニア人を抱えた西部

諸県とも異なるものとなろう。さらに，これらいわば大ロシアからみて「先進」ともいうべき

地域や民族とは対J顎的に，ウラノレとボ/レガ沿岸，シベリアからカムチャツカ，クリルにいたる

大地に点々と存在し，多くは文字を持たなかった諸民族(ユダヤ人とともに「異族人J と称さ

れた)には， 1870年の「異族人教育規則」とイリミンスキー方式と呼ばれる言語教育の方法に

よって r後進的」少数民族にロシアのすぐれた文化を伝連するための民族語利用と教育普及が

はかられた(判。ドイツ人，ポーランド人などへのロシア語強制とこの政策とのあいだにはかな

りの距離があるといえるだろう o他方， 19世紀末にシベリアに移住したドイツ系住民への対応

は，これらシベリアの異族人に対するものとも，あるいは沿ノて/レト諸県のドイツ人に対するも

のとも異なった(32)。さらに，イスラムの影響の強かったカブカースや中央アジアの場合も，地

域的な要閣が画一的教育政策の適用を閤難なものとしていた(問。西部諸県において独特の位置

と勢力を占めたユダヤ人の教育も向様に独自の性格を有したが，これについてはユタ。ヤ人が「身

分J として扱われていたこともあり，次節で論ずることにしたい。いずれにせよ，こうした帝

国的編制のなかで学校教育の果たした社会的・国家的機能については，政策それ自体の分析と

ともに，教育史分野でいまなおほとんど未解明のままに残されており，その克服が課題となっ

ていることを確認しておきたい。

3 .身分制社会と教育一一「教脊の身分銅l原理」

ロシア帝国は身分によって社会を編制した国家でもある。身分制度の詳細を語る余裕はない

けれども，ロシア教育史を語る際 r教育の身分制原理」は本質的論点であり，帝制期のある史

家によれば「教育が身分を作った」といわれるほどに重要な意味を持つ。学校教育(制度化さ

れた「家庭教育」も含めて)は，そこからのズレや対抗力を含みつつも身分及び身分内の位讃

を基準に編制され，逆に，受けた教育がその者の身分を決定したというのが「教育の身分説原

理Jの合意である(3叫。

(1 ) 教育の身分制原理と学校システムの概要

身分制原理によって編制された教育システムの頂点に立ったのは上位貴族や政府や軍の高官

子弟の特権的学校として設けられた軍の海軍兵学校や近習学校，近衛特務曹長騎兵士宮候補生
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学校，文宮養成機関としてのアレクサンドル・リツェイ(ツアールスコエセロー・リツェイ)

と帝立法学校であり，学校教育を嫌った富裕な貴族家庭の制度化された家鹿教育もそこに位聾

する。またそれに次いで，貴族一般を対象とした軍の教育機関として陸軍幼年学校や兵科部技

術将校養成機関があり，交通土木・鉱山などの技術者養成を行った専門学校も貴族のための身

分的教育機関であった。地方，しばしばカーストになぞらえられる関鎖性をもった正教会聖職
セミナリア アカデミー

者身分には神学校就学が義務づけられ{明，聖職エリートの選を歩む者には神学大学があった。

また，身分集盟化していた兵士の子弟にも，そのための特別の学校が存在した(36)。このように，

身分集団毎の教育機関の設震が教育システム上の著しい特徴となっているのである。

それに対して， 19世紀初頭に本格的整備の開始された国民教育省管下教育機関では，制度上

は全身分性が譲われた。しかし，大学やギムナジアでは農奴を排除して貴族独占が追求される

ことになった。もっともこの独占はロシア閣制のあり方ゆえ決して貫徹しない。他方，郡学校

は下級貴族子弟や中間身分(商人・職人等々)を主たる対象とし，教区学校も農民を含む中下

層身分を対象とした。また，法制上身分として扱われたユダヤ人や異族人には別立ての学校制

度が構想された。

女子教育も同様に教育の身分制原理の枠組のなかで編制された。スモーリヌィ女学院をはじ

めとした貴族子女を対象としたマリア皇后庁管下の女学院(これらはスモーリヌィを頂点に内

部的な階層構造を有した)，聖職者の娘の教育の場として設けられた宗務院管下の二種類の女学

校などがその典型である(37)。

こうした身分的に編成された教育システムのなかで，上位貴族の親たちは皇室との紐帯を深

め，あるいは高位顕官の地位をえるために，近習学校などのエリート学校に息子の席を獲得す

べく奔走した。司祭の息子たちは神学校で学んだ後，問じく苛祭の娘一一1840年代以降，被女

たちのために設けられたのが宗務院管下女学校である一ーと結婚して親と同じ道を歩むのを通

例としたが，そうした単調さに満足しえない野心家の場合は，宮吏供給の必要上神学校にも開

かれていた大学進学の道を利用して身分移動をはたそうとした。彼らはセミナリストと称され

て，大学内で貴族の息子たちから異質な集団として扱われるであろう。チェルヌィシェアスキー

をはじめとしたロシア・インテリゲンツィアのひとつの類盟も彼らのなかから誕生した。ある

いは，下関出身でありながらギムナジアー大学での就学と国家勤務を経て，下方に向けて開か

れた貴族身分に参入した例もある。レーニンの父イリヤ・ウリヤーノフは，学歴と勤務による

身分移動を果たして世襲貴族位を得た好例である。獲得した学歴が貴族身分の条件とされたの

である。

むろん，このような様相は 19世紀前半に顕著に見られたもので， 1861年の農奴解放を頂点と

した改革の持代以持は，主として国民教育省管下教育機関で身分的制限が緩和ないし除去され

て，身分制それ自体は温存しながらも，それに代わるメリトクラシー的階!欝原理に立った学校

システムへの移行が模索されるとともに，実際にそうした変化が進行することになった。この

政策は，可法・箪制などの改革とともに，身分を超えた近代的な市民的秩序の創出をめざした

ものと見なしうるものである{問。しかし，特権的セクターで身分的性格が温存されたことは，

この変化の意義を相対化するであろう。 60年代の動向からの逆流もなかったわけではない。ロ

シア革命にいたるまで教育の身分的編制が大輔な改編を受けながらも維持されたことは，帝国

的編制とともに，ロシアにおける「国民教育」の存在それ自体の論題化を要請するものである。

ところで，教育の身分総原理を成立させる制度的要菌として教育行政の多元性を指摘しなけ
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表 7 官庁・管轄別学校数・生徒数 (1834年)

教育機関 生徒

国民教育省 1543 78，096 

軍事官庁(陸箪省・海態省・その他) 179，981 

宗務官庁(正教宗務及び異宗派) 711 67，624 

大蔵省 72 6，220 

内務省 107 13，340 

宮内省(御料地省含まず) 72 1，415 

交通管理総局 3 665 

司法省 2 350 

外務省 1 6 

マリア・フヨードルヴナ皇太后創設 18 52，912 

マリア・フヨードルヴナ皇太后所管 19 1，122 

エレナ・パヴローヴナ公女所管 2 165 

地方長官管下 9 237 

諸学校 ドイツ系 ペテルブ。ルグ 4 1，160 

諸学校 ドイツ系居留区 750 35，746 

諸学校タタ…Jレ系 561 14，025 

諸学校ユダヤ系 2 500 

出典:I弱気教育省は CpaBHllTeJlbHbleBeAOMOCTI1 0 COCT051HI1I1 Y'le6HbIX 3aBeAeHl1詰
MH討I1CTepCTBaHapOAHOrO npOCBemeHHH 3a 1833…1834 rOAbl，α)!(MHn，>， 
1835，可ふ OTA.III， c.244-253，他はれ3BeCTl1H0 Y'leHbIX 11 Y'le6HbIX 
3a自eAeHI151XB POCCHI1 (<)!(MHn>， 1837，可.14，OTA. HI， c.69-92より作成。

ればならない。 19世紀初頭に設けられた「闘員教育省J は決して単一の「国民教脊」を管轄し

たわけではなく，多様な官庁によって学校設立・管轄権が分有されたのである(39)01834年時点、

の概要は表7に示したが，軍事官庁，宗務院，大蔵省，間有財産省，マリア皇后庁等々，学校

を管轄した官庁は多岐にわたるのである。こうした教育行政の多元性は国民教育省の比重が著

しく増大した世紀後半移行も維持され，とりわけ高等専門教育は多様な官庁のもとで顕著な成

長を遂げることともなった。それゆえ，ロシア教育史の叙述では r国民教育省=文部省中心史

観」は克服されねばならない。

(2) ユダヤ人の学校

次に，身分集団ごとに編制された学校教育の一例としてユダヤ入の場合を簡単に見ることに

しよう。通念的にはユダヤ人を身分として扱うことは異例であるが，ロシアにおいて彼らが身

分法制上のグループである「異族人Jの下位区分に分類され，他の集留とは異なる身分的権利・

義務を負わされていたことからこうした扱いを取ることとした仰}。ここでは，前節の帝国的編

制への補論的意味をも込めつつ，身分ごとに区分された教育システムのあり方の一例として，

これまで論じてこなかった部分を特に取り出して示すために，なかば便宜的に身分制原理の事

例!として取りとげたが，身分制原理の典型をなすのは，前小節に登場した各種の学校である。

ポーランド分割によるロシア市国編入後，ユダヤ人は居住地域の制限を受け，その大半は西

部諸県の都市やシュテットルと称される小市に居住した。これらのユダヤ入居住地域にはすで

に16-17世紀から，ユダヤ人自治組織カノリレなどの手でへデル(初等教育機関)，イェシボトゥ
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イ(イェシヴァ) (上級教育機関)などと称される閏有の学校が設けられて，前者ではメラメド

と呼ばれた教師のもとで r要書を読むこと，へブqライ語で書くこと，祈祷することを学習し，

これと並んで，四期計算やユダヤ人のモラルの諸原知も習った}41)。後者は高名なタlレムード学

者による教育と研究の場として，ラピの養成にあたった。また，菰児や貧国な子どもたちには

タルムード・トーラーと称される惑善的学校が作られた。この学校の現実はきわめて食間なも

のであった。これらは基本的に男子のための学校であり，女子は家庭教育を基本とした。教授

語は周辺学校のそれとは異なり，イディッシュやへブライ語であった。イディッシュとは，ロ

シア側に言わせるに rユダヤ人風の発音によって醜く歪められた独特のドイツ語方言}叫であ

る。

こうした，いわばロシア帝閣の通常の学校教育とは異なる孤立的な学校のあり方については，

ポーランド分割後間もなく，帝爵が本格的学制整備に着手した 19世紀初頭からすでに政府の注

目をひいていた。初代司法大臣にして，プーシキン以前のロシアを代表する古典主義詩人デル

ジャーヴィンのユダヤ人に関するr意見.!(1800年)に盛られた教育改革案はその一例である(叫。

他方， 1804年のユダヤ人規則では教毘学校から大学にいたる国民教育省管下教育機関でユダヤ

人就学が認められるとともに独自の学校設立が認められ， 35年規則でもそれが踏襲された。こ

れによれば，所定の教育を受けたユダヤ人には，他の場合と同様に学位及び一代名誉市民(修

士学位取得の場合)・世襲名誉市民(博士学位向)身分取得が特権として認められた。ただし，

これら一般の教育機関へのユダヤ系住民の不信は強く， 19世紀前半には一般化しない。

ユ夕、ヤ人の教育機関をロシア帝国の教育システムに編入する政策が本格的に実施されたの

は，これまたウヴァーロフ教育相の時代であった。ウヴァーロフ自身はこの政策上の活動を「ユ

ダヤ人の改造とその道籍、的・市民的再生に関する国民教育省の活動}44)と称しているが，この表

現には，みず、からの宗教的・文化的伝統を義守してキリスト教的文明に敵対する，社会にとっ

て有害な搾取者ユダヤ人の矯正という，デルジャーヴィン以来のモチーフが端的に示されてい

る。

ウヴァーロフ及びそれ以降の一連の施策のもとで導入されたユダヤ人教育のシステムは以下

のようなものである。まず，国民教育省管ドのlE系の教育階梯である教思学校一郡学校一ギム

ナジアに対応させて，第一穎学校一第二類学校一ラヴィ学校を設ける。そこでは，ロシア語を

教授語にするとともに，一般教育的な内饗では国民教育省のそのf患の学校との近接化をはかる

ものの，信仰には触れず、むしろ世俗的道徳、の次元でキリスト教的秩序との融和をはかることを

原則とする。ラヴィ学校では共間体のなかで養成されたユダヤ教の指導者であるラヴィに代え

て，官吏化した帝国国家のエージェントたるラヴィの候補者の育成をはかる。必要な資金はユ

ダヤの共同体に固有のコロプカ税をもって当てる。また，へデル等のユダヤ系学校も国民教育

省の監督下におかれる。由民教育省管下の正系の諸学校へのユダヤ人の就学も従来どおり妨げ

られず，ラヴィ学校及びギムナジアの双方を介して大学への入学を認める。

こうした基本構想に却した官立のユダヤ入学校は， 1847年のヴィリノとジトミルに設けられ

た学校を最初の例とし， 50年代中頃には全部で103校，教師399名，生徒3487名という規模に

成長した(45)。しかしこれは，期待されたところからすると端緒的なものにすぎず， 60年代から

70年代にかけて，国家のユダヤ人教育政策はさらに検討を求められるところとなった。 60年代

初頭に官立ユダヤ入学校卒業者への国家勤務権を承認してユダヤ人を帝国の国家教育システム

に吸引する施策を行ったほか，ユダヤ入学校に関する詳細な査察を行って現状の把握に務めた
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のもそうした文脈においてであった。

このように，帝国のユダヤ人教育政策は基本的にユタゃヤ人のロシア帝閣への同化をはかり，

関家内国家と言われたカハルの支配に代わる国家支甑を貫徹させることをもくろんだものと特

徴づけることができる。しかし，それらをもって帝制期ユグ介ヤ人教育の特徴づけとするのは正

確を欠く。なぜ、なら，第一に，こうした政策側の意向自体がユダヤ人の近代化と地域社会への

融合を意図した啓蒙的ユタゃヤ人グループであるマスキリムの教育要求とも合致し，ユダヤ人内

部の革新派は開かれた機会のなかに利を認めて，それらを活用して近代的ユダヤ人一「ネクタ

イ・ユダヤ人J (46)としての歩みを開始したという事実があるからである。そこからはロシア帝

国の学術を代表する多数の人々も輩出されるであろう。従来，ロシアの教育政策の反動性の証

左として語られてきたユダヤ人に対する就学上の差別的制限措置は{47)，むしろ国家の間化政策

を跳躍台にユダヤ人の一部がギムナジアや大学等に殺到したのにたいして(4刊1880年代以降の

ユダヤ人政策の全般的転換のなかで政策化されたものに地ならない。こうした歴史的経緯を勘

案した場合，差別政策の評価や意味づけがどのように修正されるかはなお今後の課題である。

他方，伝統志向の多数派一「カブタン・ユダヤ人」は閤家によって統制され世俗化されたユダ

ヤ人向け学校教育を思避し，従来からの教育の枠組みのなかに関じこもっていた。上で示した

50年代中頃の数字は，共同体の設けた学校の同時期の規模と比較した場合取るに足りないもの

にすぎない。キセーレブを長としたユダヤ人問題委員会の調査では，ユダヤ人共同体の設けた

伝統的学校は校数5361校，教員数1万861名，生徒数6万9464名という規模を誇っていたの

である州。こうしたユダヤ人の伝統志向の強さと近代的学校の忠避:ウヴァ…ロブ的政策の失

敗は，改革の時代である 1860年代に論壇やジャーナリズムに多く話題を提供するとともに(50}，

トルストイ教育相のもとでの若干の政策変更一官立ユダヤ入学校の改組をもたらし，そこでは

官立教育と倍統的教育との「二つの教育の闘争}51)is繰り広げられることにもなる。その後の政

策転換はすでに述べたが，以降も倍統的教育の優位は変わらず，半世紀以上を経た 1911年の菌

民教育大自の上奏報告でも，ユダヤ人のための教育機関総計8663校中ヘデルが7743校，その

他のユダヤ系学校は 920校であった。そこには，国家によって設けられた新しい学校に対する

ユダヤ人多数派の「きっぱりとしたあからさまな敵意}52)が確認されるであろう。

このように，ユダヤ人は伝統的教育機関を有したことから，一方では，身分別学校システム

の枠組ぞれ自体は基本的に温存されて，伝統的教育を尊重する慣性力が強力に働くこととなっ

た。他方，一部では，ユダヤ人の同化の手段として学校教育を利用しようとした政策側の意向

を超えて，新たな教育機会への期待が醸成され，それがかえって抑制・差別政策への転換をも

たらすこととなった。事態はきわめて複雑な様相を呈していたのである。ここでもまた学校は，

国家と民族，あるいはその内部の諾集団からそれぞれ異なる多様な機能を期待されて，彼ら相

互の鶴争の舞台として現象し，それらの合力の結果として複雑な構成をとることになったので

ある。

4. おわりに一一帝制瀬口シア教育社会史の試み

以上，仮説的提起も含めて，ロシア帝国の教育システムのいくつかの局面について簡単に見

てきた。そこに確認されたのは，民族と身分，そして本稿では多くは触れなかったが，男女の

性という三つの座標軸によって底分された空間に甑置された学校の多様なあり方である。 19世

紀を中心としたロシア帝国の教育史を考えるとき，この点は本質的問題である。そこでは，広
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く国民一般を想定した教育の制度と政策は未成熟で，むしろこれら三つの座標軸に即して多様

な集団に人々を区分した上で，それぞれに対する扱いを変えながら全体として帝国に包接する

政策上の手法が取られたのである。また，人々の学校教育にかかわる行動も，凝集度には違い

があるにせよそれぞれの属する集団を単位として発想し，あるいはそれに規定されたもので

あった。しかも，帝爵の政策はときどきの状況やそれぞれの集団のあり方に制約されてストレー

トに実現したわけではなし逆に諸集団の態度や国家の対応払状況に応じてさまざまに異なっ

ていた。

むろん，大改革期以降，間良教育省管下における身分制掠理の撤療に象徴されるように，こ

うしたあり方を原理的に乗り越える政策の方向性が打ち出され rロシア化」政策による教育シ

ステムの斉一化もめざされた。初等段階から高等レベルにいたる学校教育への人々の動員もし

だいに拡大した。 20世紀にはいると，国民教育確立のメルクマールというべき普通義務教育制

度導入も検討されるようになる。また，大改革期以降の愚民教育省管下の教育機関の成長は，

従来の身分的障壁を超えた教育行動を示すものであり，人々の学校教育との関わり方の大きな

転換を意味するものでもあった。しかし，帝国の教育システムの総体をみたとき，これらの変

化を通じて上述の三つの鹿標軸によって区分されたあり方が完全に放棄されたわけではなかっ

た。そして，こうしたシステムのほころびがますます拡大するなかでロシア蕊命が勃発したこ

とは，すぐれて意味深長だといわねばなるまい。

ロシアのような帝国の教育システムについて検討する場合，西欧型国民国家を前提とした教

育(国民教育)モデlレをそのまま直裁に導入した議論は必ず、しも生産的なものとはならないで

あろう。むしろ，この帝国が国家として採用した教育の政策と制度(あるいは歯家による学校

教育の利用の仕方)，教育についてなにごとかを語った人々の思想，そこに実際に暮らす多様な

人々(学校教育を忌、避した人々も含めて)の学校教育とのかかわり方，さらに学校教育を通じ

て生み出された社会構造とその再生産の様相，学校教育をめぐる間家や諸集団の角遂といった

ことを了寧に眺めてみる必要があるであろう。そうしたときに，ロシアの国家と社会がどのよ

うに編制されたかが，国家支配の様態とともに帝国を構成した諸集闇のあり方や集団関・集団

内の葛藤をも含めて，ひときわよく開示されるし，そのことを通じて，西欧的な閏民教育とあ

る一面では壊なり，一菌では異なるロシア的な近代教育の編制のあり方を動態的に捉えること

も可能になるからである。「帝制期ロシア教育社会史」と銘うった研究がめざすのは，このよう

な視角から帝制期ロシアの教育と社会の重層的で力動的な構造を解明することなのである。
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